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市長所信表明（平成１８年）６月

本日、平成１８年６月吉野川市議会定例会を招集いたしましたところ、

議員各位には御出席を賜りありがとうございます。

平成１８年６月吉野川市議会定例会に臨み、これからの市政運営に取り

組む私の所信の一端を申し上げますとともに、提出議案の御説明をさせて

いただき、議員各位をはじめ、市民の皆様方の御理解と御協力を賜りたい

と存じます。

私が市政を担当しましてから１年７ヵ月が経過致しましたが、振り返っ

てみますと、国民健康保険税、水道使用料等の公共料金の調整、補助金の

調整、養護老人ホーム「天寿荘」の民間委託、市立川島中学校の校舎建設、

公共下水道の推進、等々、合併に伴う諸課題の解決に明け暮れる毎日でし

たが、一つひとつの課題を着実に取り組んでこられたのではないかと思っ

ております。これはひとえに、議員各位のご理解・ご協力と、市民の皆様

方の御厚情によるものであると、改めて感謝を申し上げる次第でございま

す。

さて、道路は市民の日常生活から経済活動にいたるまで、全ての経済社

会活動に密接不可分な最も基本的、重要な社会資本施設であると認識して

おります。

ご承知のとおり、本市を東西に縦断する国道１９２号は、慢性的な交通

渋滞が発生し、とくに朝夕の通勤通学時間帯には著しく交通機能が低下し

ている状態で、地域住民の安全で快適な生活環境が確保されていないばか

りか、地域の発展も大きく損なわれております。このため、私が徳島市、

石井町に呼びかけ「国道１９２号吉野川市・徳島市間整備促進期成同盟会」

を去る５月２２日に設立したところでございます。この活動を通して道路

整備の必要性や道路愛護心の育成を目指すとともに、吉野川市の交通基盤
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の整備を促進して参る所存であります。

一方、まだまだ合併に伴う課題は山積しており、防災対策をはじめとす

る新しい行政需要も増大し、まさに吉野川市の大きな節目にさしかかって

いると認識致しているところであります。

こうした中で、目下最大の懸案は、一般廃棄物の処理対策であります。

このため、早急に市民参加の「吉野川市ゴミ処理対策市民会議（仮称）」を

立ち上げ、ゴミの収集、リサイクル、減量化等あらゆる面から本格的に研

究・検討を重ね、そのための体制も充実して参る所存であります。ごみを

めぐる市の役割、市民の役割、事業者の役割を明らかにして、積極的に行

動に移す必要があると考えているところであります。

また、現在、旧町村の庁舎を有効活用して分庁舎方式を採っております

が、どうしても非効率な面があり、行政のスリム化に支障となっておりま

すので、近く「吉野川市庁舎のあり方検討プロジェクトチーム」を発足さ

せ、そのメリット・デメリットを検証させてみたいと考えております。

ところで、昨今、子供達を狙った犯罪の頻発や、毎年のように発生する

風水害、近い将来かなりの確率で起こるとされる“南海・東南海地震”な

ど、市民生活を脅かす様々な不安が増大しているように感じられますが、

市民の皆様と手を携えて『安心できるまち』を築いていくことは、行政の

第一の責務と考えております。

安全・安心のまちづくりのためには、まずは地域の取り組みが重要であ

るとの認識から、昨年来、自主防災組織の充実を促進しておりますが、今

年度は、地域に入ってさらに積極的に働きかけて参ります。今般の補正予

算では、自主防災組織への緊急対策用備品、防災訓練の指導等を行う指導

員の配置、防災マップ等による市内各地での防災説明会などを実施するた

めの予算を計上しております。
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なお、防災訓練については、図上訓練や実働訓練を含め、まずは風水害

対策、さらに南海・東南海地震を想定した訓練を実施いたします。

学校施設等の耐震化につきましては、昨年度は、耐震化優先度調査を実

施いたしましたが、これをもとに、個別事業の緊急度等を内容とした耐震

化推進計画を策定し、耐震補強、改築その他の耐震化に係る必要な施策を

順次講じてまいります。

また、児童・生徒を事故・犯罪の被害から守るため、スクールガードの

協力による「地域ぐるみの学校安全体制整備事業」の予算を計上しており

ますのでよろしくお願いいたします。

乳幼児医療の助成につきましては、子育て支援の観点から、従来から吉

野川市独自の取り組みを行ってきたところでありますが、吉野川市長とし

ての私の提案もあって、県もその拡大を図ると聞いております。市といた

しましてもこれに対応しつつ、さらに助成対象の所得制限を撤廃するなど

の独自措置を組み合わせて制度の充実を図って参ります。関連条例を今議

会に提案させて頂いておりますので、よろしくお願いいたします。

次代を担う子供達の育成については、基礎的な学力向上はもちろんのこ

と、それと並んで、あるいはその前提となる健全育成が大きな課題となっ

ています。今回の補正予算では、各種の体験活動により、子供達に豊かな

人間性や社会性を育む「豊かな体験活動推進事業」等の予算を計上してお

りますのでよろしくお願いいたします。

次に、『魅力ある観光の振興』への取り組みについて申し上げます。

徳島県出身の高名な写真家・三好和義氏が撮影した写真集「吉野川」の

改訂版が出版されることとなるため、この機会を捉えて、吉野川市を全面

に出した構成とし、吉野川市の一体感を写真を通じて醸成して新しい吉野

川市が未来に向けて出発するためのきっかけとするとともに、吉野川市の
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美しい自然を全国に向けて発信したいと考えております。

男女共同参画については、「男女共同参画推進委員会」を設置し、市民の

意識や実態を把握するためのアンケート等を行ったうえで、「男女共同参画

推進条例」（仮称）を提案したいと考えております。

最後に、『スリムで効率的な行財政基盤の確立』について申し上げます。

私が市長就任後、初めて通年の予算編成を行いました平成１７年度予算

は、先日出納整理期間を終え、現在、その検証・分析を行うべく決算作業

に取りかかっているところであります。決算見込みは、極力経費の削減に

努めるとともに、合併補助金や合併特例債など、合併メリットを最大限活

用したことにより、年度当初に多額の基金繰り入れを行った財政調整基金

と減債基金の年度末残高が、前年度末を上回るなど、若干の改善が見込ま

れるとの報告を受けております。

しかしながら、今後の吉野川市の財政運営は、国全体の地方財政計画が

圧縮されるなかで、少子高齢化の進行や老朽公共施設の更新、一般廃棄物

処理を中心とする環境対策など、早急な対応を迫られる課題が山積してお

り、ますます難しい見通しのもとにあります。したがって、スリムで効率

的な行政運営を可能とする体制を造っていくことは市にとって不可避かつ

喫緊の課題であります。

行財政改革については、昨年度末に集約した実施計画に基づき各部局に

おいて進捗を管理し、私をトップとする推進本部で確認した後、外部有識

者で構成する「行財政改革懇話会」に報告するかたちで進めて参ります。

行革の進捗（しんちょく）につきましては、議会におかれましてもご理解

・ご協力をいただくとともに、積極的なご意見・ご提案を賜われれば幸い

に思っております。
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以上、申し上げて参りましたように、新しい吉野川市を創造していくた

め引き続き全力で取り組んで参りますので、今後とも、ご理解・ご支援の

ほど、何卒よろしくお願い申し上げます。

次に、今定例会に提出いたしております案件にきまして、その概要を御

説明申し上げます。

今議会に提出しております案件は、平成１７年度吉野川市一般会計及び

特別会計の繰越明許費繰越計算書並びに水道事業会計の繰越計算書に関す

る報告案件５件、「吉野川市税条例の一部を改正する条例」並びに平成１７

年度吉野川市一般会計及び特別会計の専決処分に関する承認案件８件、吉

野川市土地開発公社の経営状況についての報告案件１件、「吉野川市文化施

設運営委員会条例等の一部を改正する条例制定」など条例の一部改正案件

７件、平成１８年度吉野川市一般会計及び特別会計の補正予算案件５件、「徳

島県市町村総合事務組合の規約変更」など一部事務組合の規約変更に関す

る案件４件の計３０件でございます。

まず、報第１号から報第５号でございますが、平成１７年度吉野川市一

般会計、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水

事業の各特別会計繰越明許費繰越計算書並びに水道事業会計予算繰越計算

書の報告をするものであります。

次に、報第６号・報第７号は、このほど地方税法の一部改正が行われ、

４月１日から施行されたことに伴い、「吉野川市税条例」及び「吉野川市国

民健康保険税条例」の一部を改正する条例を地方自治法第１７９条第１項

の規定により専決処分を致しましたので、同条第３項の規定に基づき、議

会に報告し、承認をお願いするものであります。

報第８号の「平成１７年度吉野川市一般会計補正予算（第９号）」から報

第１３号「平成１７年度吉野川市農業集落排水事業特別会計補正予算（第
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４号）」まで６件の案件につきましては、平成１７年度の各会計の事業費の

確定等に伴い、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分をいた

しましたので、同条第３項の規定に基づき、議会に報告し、承認をお願い

するものであります。

報第１４号の「吉野川市土地開発公社の経営状況を説明する書類」につ

きましては、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、毎事業年度、

その経営状況を説明する書類を作成し、議会に提出するものでございます。

次に、議第４６号、「吉野川市文化施設運営委員会条例等の一部を改正す

る条例制定」、及び議第５０号、「吉野川市都市計画審議会条例の一部を改

正する条例制定」につきましては、本年４月の機構改革により、それぞれ

委員会等の庶務を行う部署の名称を変更する必要が生じたため、関係条文

の整備を行うものでございます。

議第４７号、「吉野川市乳幼児医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例制定」、につきましては、子育て支援の拡充を目的に、県において乳

幼児医療費助成制度が改正されたことに伴い、本市におきましても関係条

文を整備するものであります。

議第４８号、「吉野川市重度心身障害者等に対する医療費の助成に関する

条例の一部を改正する条例制定」につきましても、県の重度心身障害者等

に対する医療費助成制度が改められることに伴い、関係条文を整備するも

のでございます。

議第４９号、「吉野川市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例制定」

につきましては、排水設備の新設等に伴い発生する費用負担を明確にする

ため、所要の改正を行うものでございます。

議第５１号、「吉野川市公共下水道施設条例の一部を改正する条例制定」
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及び議第５２号、「吉野川市下水道条例の一部を改正する条例制定」につき

ましては、建設中の川島浄化センターの竣工を見込み、公共下水道施設の

処理区域及び処理場を新たに追加し、川島処理区に係る使用料の規定を定

めるため条例の一部を改正するものでございます。

議第５３号、「平成１８年度吉野川市一般会計補正予算（第１号）」は、

児童手当制度の拡充に伴う所要額の追加、地方道路交付金事業及び地方特

定道路整備事業の追加、県単林道・治山事業の計上、学校での地域ぐるみ

の学校安全体制整備推進事業及び豊かな体験活動推進事業等、既定の歳入

歳出予算にそれぞれ２億５，０７３万６千円を追加し、補正後の歳入歳出

予算総額をそれぞれ１８７億８，３５３万円とするものでございます。

議第５４号、「平成１８年度吉野川市老人保健特別会計補正予算（第１号）」

は、県及び支払基金への医療費負担金、交付金の償還金及び一般会計で立

て替えた返還にかかる繰出金等、既定の歳入歳出予算にそれぞれ３，２９

３万６千円を追加し、補正後の歳入歳出予算総額をそれぞれ５６億１，９

０１万１千円とするものでございます。

議第５５号、「平成１８年度吉野川市介護保険特別会計補正予算（第１号）」

は、過年度分にかかる保険料過誤納還付金が不足するため既定の歳入歳出

予算にそれぞれ１００万円を追加し、歳入歳出予算総額をそれぞれ３６億

９，７４６万８千円とするものでございます。

議第５６号、「平成１８年度吉野川市公共下水道事業特別会計補正予算（第

１号）」は、下水道使用料の収納システム整備及び吉野川市汚水処理構想見

直し業務委託料等、既定の歳入歳出予算にそれぞれ８９９万円を追加し、

歳入歳出予算総額をそれぞれ１２億３，９０２万６千円とするものでござ

います。

議第５７号、「平成１８年度吉野川市水道事業会計補正予算（第１号）」
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は、水道料金滞納管理システム業務委託料等１，０５０万円を追加補正す

るものでございます。

議第５８号、「徳島県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の名称

変更に伴う徳島県市町村総合事務組合規約の変更」につきましては、構成

団体であります「三好郡環境衛生組合」の名称を「みよし環境衛生組合」

に変更するため、地方自治法第２８６条第１項の規定により、議会の議決

をお願いするものでございます。

議第５９号、「阿北特別養護老人ホーム組合の共同処理する事務の変更及

び阿北特別養護老人ホーム組合規約の変更」につきましては、介護保険法

の改正に伴い、介護予防短期入所生活介護事業の管理及び運営に関する事

務を新たに共同処理するため、地方自治法第２８６条第１項及び第２９０

条の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。

議第６０号、「徳島県市町村議会議員公務災害補償等組合を組織する地方

公共団体の数の減少及び徳島県市町村議会議員公務災害補償等組合規約の

変更」につきましては、今年３月の町村合併により三好市、東みよし町、

美波町及び海陽町が新たに設置されたことに伴い、組織する地方公共団体

の数及び規約を変更する必要が生じたため、地方自治法第２８６条第１項

の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。

議第６１号、「中央広域環境施設組合規約の変更」につきましては、組合

議会の組織及び議員の選挙の方法、執行機関の組織及び選任の方法を変更

するため、地方自治法第２８６条第１項の規定により、議会の議決をお願

いするものであります。

以上、概略をご説明申し上げましたが、個々の詳細につきましては、後

ほど担当部長より説明させますので、十分ご審議の上、原案どおりご賛同

いただきますようよろしくお願い申し上げます。


